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大学評価学会第18回大会2021.3.6自由研究（オンライン開催）

「漸進的無償化」論議の経緯と特徴
――1978年第84回～2020年第203回の国会審議から――

渡部 昭男（大阪成蹊大学［特別招聘教授］）
＊本報告の詳細は下記を参照されたい。

渡部昭男2021「国際人権A規約に係る『漸進的無償化』論議の経緯と特徴
－1978年第84回～2020年第203回の国会審議から－」『教育科学論集』(24)pp.31-44
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はじめに
国会における「教育無償化」論議の際には、日本国憲法、

教育基本法に加えて諸条約の規定がその根拠に引かれている。
中でも、国際人権A規約（社会権規約）第13条2項(b)中等教
育・(c)高等教育の「漸進的無償化（progressive introduction 
of free education）」規定が大きな位置を占めている。本報告
では、国会審議における国際人権A規約に係る「漸進的無償
化」論議の経緯と特徴を明らかにする。

構成
はじめに
１．対象・方法・時期区分
２．第１期：国際人権規約の締結と留保－1978年第84回～1979年第87回－
３．第２期：高校無償化と留保撤回－1980年第91回～2012年第181回－
４．第３期：高等教育の漸進的無償化へ－2013年第183回～2020年第203回－
おわりに 2



１．対象・方法・時期区分
【対象・方法】
国会会議録検索システム（https://kokkai.ndl.go.jp/#/）には、日本国憲
法施行後の1947年第１回特別会から2020年第203回臨時会［2021年第204
回常会／2021.3.1現在］までの会議録が収録されている。「漸進的無償
化」の用語で簡易検索したところ、1978年第84回を皮切りに2020年第203
回までにおいて、計104件147箇所がヒットした（表１／2021.1.8現在）。
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 【時期区分】
 大きく二つの画期：第一には1979年の同規約の批准（1979.6.21）時における同規定部
分の留保であり、第二にはその部分の留保撤回（2012.9.11）である。⇒第１期：1979
年第87 回（1978.12.22－1979.6.14）の国際人権規約の締結と留保、第２期：それ以降
～2012年第181回（2012.10.29－同11.16）の留保撤回、第３期：それ以降～今日の留保
撤回後の取組みの三区分において、その経緯と特徴をまとめる。

 5件以上ヒットした回次は 7つ。
1979年第87回（7件・8箇所）
では国際人権規約の締結が
審議。2006年第164回（6件・
6箇所）、同第165回（7件・
8箇所）では教育基本法の改
定が審議。2010年第174回
（11件・18箇所）では高校
無償化法案が審議。2013年
第185回（5件・6箇所）では
高校無償化への所得制限導入
が審議。2017年第193回(5件・
6箇所）では給付型奨学金導
入が、2019年第198回（13件・
37箇所）では大学等修学支援
法案が審議。
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２．第１期：国際人権規約の締結と留保
－1978年第84回～1979年第87回－
（１）1978年第84回：国際人権規約の早期批准問題浮上
「漸進的無償化」の用語が国会会議録検索システムにおいて
最初にヒットするのは、国際人権規約（A規約・B規約［とも
に1966年国連総会採択、1976年発効］）の早期批准問題が浮
上した 1978年第84回（常会1977.12.19－1978.6.16）であ
る。初出は、条約を扱う外務省関係の外務委員会の会議録で
はなく、衆議院の法務委員会の会議録においてであった。瀬
戸山三男法務大臣は、法務行政に関する所信表明において、
「国際人権規約の批准が問題となっておりますが、法務省と
しては、その趣旨、目的に照らし、早期批准が望ましいと考
えております」と述べた（84衆・法務委2号・1978.2.9／回次
と院名・会議名と号数・年月日で表記／引用に際して中略は
（略）で示した）。
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（つづき）

会期末直前の1978年6月14日、国際人権A規約、すなわち経
済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約の締結につい
て承認を求めるの件（第84回国会条約第16号）、及び同B規
約、すなわち市民的及び政治的権利に関する国際規約の締結
について承認を求めるの件（第84回国会条約第17号）が外務
委員会に付託された。園田直外務大臣は提案理由を述べた中
で、「国際人権両規約に対する政府の姿勢を明らかにするた
め、本大臣は去る5月30日、国連本部において二つの規約に
署名いたしました」述べ、その際に三つの留保と一つの解釈
宣言を行なったことを説明した上で、「人権の尊重は日本国
憲法を支える基本理念の一つであり、両規約の趣旨はおおむ
ね国内的に確保されておりますが、規約の締結は、わが国の
人権尊重の姿勢を改めて内外に宣明する観点から意義深いも
のと考えます。さらに、両規約の締結は、国際社会における
人権の尊重の一層の普遍化に貢献するという意味からもきわ
めて望ましいものと考えます」として承認を求めている（84
衆・外務委24号・1978.6.14）。 6



（２）1979年第87回：留保付き批准の承認
第84回から継続となっていた両案件は、第87回（常会1978.12.22

－1979.6.14）において実質審議された。土井たか子議員（日本社会
党）の留保解除への努力義務に関する質問に対して、園田直外務大
臣は「当然、この人権規約というものは、留保条項なしに批准をす
るのが望ましい姿ではありますけれども、残念ながら、時間その他
の関係で政府部内の意見が統一をできなかったということを恥じて
おるわけであります。（略）留保した事項は、残念ながら留保した
わけでありますから、これは当然、将来、法的な解釈その他は別と
して、解除する方向に努力をし、また、そういう責任があるという
ことで、とりあえずこのような姿で批准、審査をお願いしておると
いうことを明瞭にいたしておきます」と、真摯に応じている。さら
に、「この条約の批准をお願いしますことは、この条約の批准を承
認していただくことによって、これに付随して、留保事項は漸次こ
れを解除していかなければならぬし、また、これに関連したもろも
ろの問題を、世界各国に比べておくれがないように、逐次新しい条
約を結ぶとかあるいは国内法をつくるとかということをやるため」
とも答えている（87衆・外務委4号・1979.3.14）。留保時の外務大
臣による留保解除への努力に関する答弁は、極めて重要といえよう。
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【参議院におけるA規約第13条「漸進的無償化」の留保に係
る審議】
⇒留保に関して、内藤誉三郎文部大臣は「後期中等教育及び
高等教育について私立学校の占める割合の大きいわが国にお
いては、私学進学者との均衡等から国公立学校についても妥
当な程度の負担を求めることといたしておるのでございます。
また私立学校を含めて無償化を図ることは、私学制度の根本
にかかわることであり、したがって従来の方針を変更して漸
進的にせよ無償化の方針をとることは適当でないので留保い
たしました」とその理由を説明した。そして、「漸進的にせ
よ、それをやるだけのまだ確信が持てないのです」と述べて
いる。
⇒ただし、「中等教育はすべての者が受けられるように漸進
的に進めていきたいと思っております」との意向を明らかに
している（87参・外務委11号・1979.5.22）。
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検索例：
第87回国会 参議院 外務委員会 第11号 昭和54年5月22日
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（つづき）中等教育はすべての者に （１）
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（つづき）中等教育はすべての者に （２）
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「神経質」で「きちょうめん」な結果としての留保
園田直外務大臣は「この提案折衝の過程においては関係各省は非常に神経質で

ありまして（略）こういうきちょうめんなことになった。（略）国連憲章、憲法
その他の精神からしても、そういう方向を見ながら国内関係の対応を進めながら
検討していきたいと考えております」との答弁で締めくくっている（87参・外務
委15号・1979.6.5）。留保事項の見直しに係る附帯決議もなされた。
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３．第２期：高校無償化と留保撤回
―1980年第91回～2012年第181回―
第１期の審議からは、「中等教育はすべての者に」をまず進める中
で、留保撤回の検討に向かうことが予期された。結果的には、高校無
償化の2010年導入とそれを踏まえた2012年留保撤回までに実に33年、
三分の一世紀もの年数を要することになる。
（１）1980年第91回～2005年第163回：留保撤回要求①（略）
（２）2006年第164回～第165回：教育基本法改定論議

2006年第164回（常会2006.1.20－同6.18）において、内閣から「教
育基本法案」（閣法89号）が提出され、民主党提案の「日本国教育
基本法案」（衆法28号、鳩山由紀夫君外6名）とともに、審議がなさ
れた。後者の「日本国教育基本法案」の第8条（高等教育）には、第
3項として「高等教育については、無償教育の漸進的な導入及び奨学
制度の充実等により、能力に応じ、すべての者に対してこれを利用す
る機会が与えられるものとする。」という案文が含まれていた。
（３）2007年第166回～2009年第171回：留保撤回要求②（略）
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（４）2009年第173回～2012年第181回：留保の撤回へ
留保撤回に向けて実際に動き出すのは、民主党政権（2009.9－

2012.12）になってからである。
2010年第174回（常会2010.1.18－同6.16）には高校無償化

の法案、すなわち「公立高等学校に係る授業料の不徴収及び
高等学校等就学支援金の支給に関する法律案」（閣法5号）が
提出された。鳩山総理は施政方針演説において、「すべての
意志ある若者が教育を受けられるよう、高校の実質無償化を
開始します。国際人権規約における高等教育の段階的な無償
化条項についても、その留保撤回を具体的な目標とし、教育
の格差をなくすための検討を進めてまいります」と、留保撤
回に踏み込んで述べている（174衆・本会議4号・2010.1.29）。
高校無償化は2010年度から実施された。
しかし、実際の留保撤回までには更に二年を要する。その
理由は、(b)中等教育に関しては無償化に踏み出したものの、
(c)高等教育に関する詰めが残されていたからである。
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2012年第180回（常会2012.1.24－同9.8）になって、留保撤
回が明言された。武正公一議員（民主党）が「留保の撤回の
タイミングにあるのではないか」と問うたのに対して、玄葉
光一郎外務大臣は「今、高校の実質無償化というものが始
まって3年目になってきた。したがって、この問題との関係に
ついて精査をしてきています。また、大学教育も、今経済的
な負担軽減策というものをふやしておりますから、その関係
について精査をしてきました」とした上で、「留保について
は撤回するという方向で調整するように事務方に今般指示を
した」と答えている（180衆・予算委6号・2012.2.9）。
閉会直後の2012年9月11日、日本政府は留保撤回を閣議決

定し、同日、国連本部に通告した。（外務省HPは下記）
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４．第３期：高等教育の漸進的無償化へ
―2013年第183回～2020年第203回―
（１）2013年第183回～第185回：高校無償化への所得制限導
入――漸進的無償化条項の趣旨を踏まえる方向性

2013年第183回（常会2013.1.28－同6.26）は、選挙公約で
高校無償化への所得制限導入を掲げた自由民主党が政権復帰
した国会である。高校無償化への所得制限導入に関わって、
下村博文文部科学大臣は「漸進的無償化」について「あるべ
き方向性はそのとおりだというふうに思いますし、ぜひ日本
もそういう方向性を目指していきたい」と答えている（185
衆・文部科学委3号・2013.11.6）。
⇒政権交代によって留保撤回を見直すことはしない
⇒外務省HPにある通り「日本国は、平成24年9月11日から、
これらの規定の適用に当たり、これらの規定にいう『特に、
無償教育の漸進的な導入により』に拘束される・・・」
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（２）2014年第186回～2020年第203回：高等教育に係る経済
的支援・負担軽減方策

2014年第186回（通常2014.1.24－同6.22）以降においては、
「漸進的無償化」に係る審議のテーマは後期中等教育から高
等教育に移行している。そして、(1)有利子奨学金から無利子
奨学金へのシフト変更、(2)返還月額が卒業後の所得に連動す
る所得連動返還型奨学金制度の導入、(3)限定的ながらも我が
国初となる給付型奨学金の導入、(4)大学等修学支援法へと進
んでいる。
⇒大学等修学支援法案の審議において、伊藤孝恵議員（国民民主党）は、「漸進
的無償化の今後の見通し、いつ、どのようなスケジュールで、幾らの予算を要求
し、何を財源として更に進めていくのか、具体的にお示しください」と質したの
に対して、柴山昌彦文部科学大臣は「文部科学省としては、財政や進学率など、
その時々の状況を総合的に判断しながら我が国における無償教育の漸進的導入に
努めているところでありまして、その具体的なスケジュールや予算、財源につい
て今お示しすることは困難です」と答弁している（198参・本会議13号・
2019.4.19）。
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（つづき）
⇒吉良よし子議員（日本共産党）は、「今後、確実にその対
象を広げるという道筋も示さないままで漸進的無償化の趣旨
にかなうというのも、やっぱり私は詭弁だと言わざるを得な
い」と断じている（198参・文教科学委5号・2019.4.23）。
⇒神本美恵子議員（立憲民主党）は、参議院での法案採決に
おいて、「2012年には保留していた高等教育の漸進的無償化
を留保撤回し、高等教育を漸進的に無償化していく義務を
負っています。日本国憲法や教育基本法には、誰もがひとし
く教育を受ける権利が明記されています。この権利保障を無
償化によって実現するというのが基本的な考え方であります。
しかしながら、この法律案には、政府がどのように高等教育
の無償化を達成していくのかという道筋が全く示されており
ません」として反対の立場を表明している（198参・本会議
16号・2019.5.10）。
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おわりに
国際人権規約の締結時に付された三つの留保のうち実際に解除さ

れたのは「漸進的無償化」条項のみであり、「漸進的無償化」条項
の留保撤回は歴史的に大きな意味を有している。
第１期の審議からは、「漸進的無償化」条項は留保されたものの、

まずは(b)中等教育（高校教育）方策の前進充実によって、突破口
が開かれることが予期された。事実、留保の2012年撤回へと導いた
のは、教育基本法改定を巡る原理的な対抗軸の論議（2006年）を経
た後に、政権交代（2009年）を待って打たれた、高校無償化という
具体的方策の導入（2010年）であった。
第２期の審議からは、1979年の留保の背景にあった「神経質」

「きちょうめん」な対応が、30年を経た2010年代にあっても亡霊
のごとく、また政権交代したにもかかわらず一貫して、高校無償化
の導入から留保撤回までに要する2年間の手間取り（精査作業）に
繋がっていることが読み取れた。すなわち、(c)高等教育における
「漸進的無償化」条項の留保撤回のために、高等教育方策そのもの
を如何に前進充実するのかが、「神経質」「きちょうめん」に問わ
れたとみてよい。
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第３期の審議からは、2012年になされた留保撤回の通告は「漸進
的無償化」条項部分を受諾したという国際公約であり、国内的に政
権が交代しようとも日本政府は当該条項によって拘束されているこ
とが分かる。2012年に復帰した自由民主党政権も表立っては「漸進
的無償化」条項を否定できず、その趣旨を尊重・遵守する立場を一
貫して表明している。
第１期から第３期までの審議を通して興味深いのは、「漸進的無

償化」条項が留保されたことで「漸進的無償化」が遅れたという一
般的な理解とは逆に、留保されることによって留保撤回という社会
的・政治的な力動が生まれ、中等教育及び高等教育の「漸進的無償
化」が継続的に意識され、進展を促してきたという歴史的な解釈も
成り立つことである。
最後に、留保撤回から十周年（2022年）を迎えようとする今、

中等教育及び高等教育の漸進的無償化を達成していく道筋を示すこ
とが要請されていよう。そのためにも、「（仮）中等教育及び高等
教育の漸進的無償化を促進する法案」が検討されてよい。
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補：私学問題
 高校無償化における工夫
⇒高校生が権利主体＆受給者（個人補助方式、代理受領）
⇒2020年度～私立高校授業料実質無償化：年収590万円
未満世帯までを対象に私立高校平均授業料の半額支援
https://www.mext.go.jp/content/20200117-mxt_shuugaku01-1418201_1.pdf ⇒右図

 義務教育への波及
⇒私立小中学校等に通う児童生徒への経済的支援に関する実証事業（2017-21）年
収400万円未満かつ資産保有額600万円以下の世帯対象、最大年額10万円
 大学等への波及
⇒大学等修学支援法＋自治体施策
＊兵庫県立大学： ⇒右図

https://web.pref.hyogo.lg.jp/governor/documents/g_kaiken200501_06.pdf

年収約400万円全額／約500万円半額
＊大阪府市立大学：大阪府民学生
年収590万円未満全額／800万円2/3免除
910万円1/3免除
私学を含めて更なる拡大・拡充の要求 21

https://www.mext.go.jp/content/20200117-mxt_shuugaku01-1418201_1.pdf
https://web.pref.hyogo.lg.jp/governor/documents/g_kaiken200501_06.pdf
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